
【改正前の手続きフロー図】

開発事業事前相談整理カードの提出

開発基本計画の届出 §58

開発基本計画広告板の設置 §58

開発基本計画広告板設置の届出 §58

周辺住民等への説明会の開催 §58

十分な話合い協議 §59

説明会実施報告書の提出 §59

指導基準の適合審査 §69

【改正後の手続きフロー図（案）】

P7（1）ア 関連
問題点
都市計画課長から関係
課長へ意見照会を行う。
各課における協議内容に
よっては原課と事業者が
直接協議を行っていない
問題点がある。

開発事業計画広告板の設置 §60

開発事業計画広告板設置の届出 §60

周辺住民等への説明 §60

事前協議による助言・指導・要請 §61

公共、公益・緑化整備負担の協議 §90

※周辺住民等からの意見書の提出 §62

※意見書の写しを事業者に送付 §62

※意見書に対する見解書の提出 §62

※周辺住民等、事業者、市から
まちづくり会議に対し調整会開催要請 §64

※調整会の開催 §65

※調整会報告書の提出 §66
（調整会委員 → 市長宛）

※調整または協議

※市からの指導書の交付 §67

※開発事業申請書の提出 §68

※指導書に対する見解書の提出 §68

※指導書への適合協議 §68

※指導書への適合勧告 §101

※勧告に従わない業者の公表 §103

開発事業事前協議申請書の提出 §60

公共・公益施設費、緑化推進費の納入 §90

P7（1）ア 関連
問題点
都市計画課のみ事前の情
報となるため、事業の初期
段階で関係課との事業に関
する情報共有が図れない。

指導基準適合通知書の交付 §70
開発事業計画修正等指導書の交付 §70

開発事業に関する協定締結 §71

開発基本計画の届出 §58

開発基本計画広告板の設置 §58

開発基本計画広告板設置の届出 §58

周辺住民等への説明会の開催 §58

十分な話合い協議 §59

説明会実施報告書の提出 §59

P7（1）ア 関連
【変更②】
都市計画課及び関係課へ
提出
原課における責任の所在を
明確化
事業者（代理人）と事業
計画に関する協議を行い、
事前協議書による合意を交
わす
【変更③】
変更程度に応じた説明
原課との協議により、計画へ
の変更が認められる場合、
その変更の程度に応じた説
明を実施する

開発事業計画広告板の設置 §60

開発事業計画広告板設置の届出 §60

周辺住民等への説明 §60

事前協議による助言・指導・要請 §61
（原課と事業者が協議）

※周辺住民等からの意見書の提出 §62

※意見書の写しを事業者に送付 §62

※意見書に対する見解書の提出 §62

※周辺住民等、事業者、市から
まちづくり会議に対し調整会開催要請 §64

※調整会の開催 §65

※調整会報告書の提出 §66
（調整会委員 → 市長宛）

※調整または協議

※市からの指導書の交付 §67

※開発事業申請書の提出 §68

※指導書に対する見解書の提出 §68

※指導書への適合協議 §68

※指導書への適合勧告 §101

※勧告に従わない業者の公表 §103

開発事業事前協議申請書の提出 §60

P7（1）ア 関連
【変更①】
開発事業初期段階から情報
共有を徹底
都市計画課及び関係課
（緑と清流課等）への相談
カードの提出の義務化

指導基準適合通知書の交付 §70
開発事業計画修正等指導書の交付 §70

開発事業に関する協定締結 §71

周辺住民等への説明

P7（1）ア 関連
【変更④】
事前協議申請書の協議
申請書の読み替えを取り
やめ
各課との協議書を添付し、
申請書の内容を都市計
画課にて確認を行う指導基準の適合 §69

公共・公益施設費、緑化推進費の納入 §90

開発事業事前相談整理カードの提出
関係課にも提出

開発基本計画等説明会開催の届出 §58 開発基本計画等説明会開催の届出 §58

基本計画届出後
7日以内に設置

設置後速やかに

開催７日前までに
周知

説明会案内資料投
函

・説明会案内資料
送付

設置後速やかに

§80特例適用の
場合は

基本計画広告板設
置日から14日経過
後に提出可能

事前協議申請後
７日以内に設置
（事業完了まで）

設置後速やかに

事前協議申請の公
告日から14日以内

事前協議申請の公
告日から14日経過

後に送付

意見書受取り後速
やかに

見解書の公告から
14日以内

事業者・調整会出
席者へ送付

まちづくり会議へ報
告

調整会がなかった場
合は見解書公告日
から14ひ経過後に

提出可能

P14（1）ウ 関連
問題点
昨今の調整会要請が
あった案件において、調
整会開催までの時間的
な目安に関する言及が
なく、要請者との日程
調整に時間を要し開催
がずれ込む事態がある。

P7（1）ア 関連
問題点
現状の手続きの流れで
は、協定締結の手続き
段階にならないと、事業
が各課からの意見・協議
事項についての内容が
確認ができないことがある。
そのため、手続きの終盤
になった段階で、協議が
難しい項目や協議の食
い違い等が初めて問題
化することがあり、協議
事項をリカバリーすること
が困難になっている。

工事着手へ

工事着手へ

P19

条例改正箇所 新たな運用

P16 (2）ア 関連
条例57条関係
東京都基準に併せて改正
条例96条関係
建築基準法に併せて改正

P14（1）ウ 関連
条例65条関係
・調整会を調整会委員の
選任を受けた日から60日
以内に開催

P14（1）ウ 関連
条例63条関係
・見解書を意見書を提出し
た周辺住民に送付

P7（1）ア 関連
条例68条関係
条例80条関係
・開発事業申請書の提出

は、第80条第1、2項の特例手続きに該当する場合に限り省略）

事前協議申請
（事業申請）から
大規模事業：56

日以内
その他事業：49日

以内に交付

（

（※は、第80条第3項の特例手続きに該当する場合に限り省略）

見直しポイント

P14（1）ウ 関連
問題点
見解書について、縦覧の
みのため、周知として不
十分である。

P16 (2）ア 関連
問題点
東京都・建築基準法等の
基準に併せて基準の改定が
必要。


